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第８回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 

 

第 ８ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成23年２月23日(水曜日) 

            午前10時１分開議 

            午後０時２分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成22年度熊本県一般会計補

正予算（第11号） 

議案第15号 平成22年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計補正予算（第２号） 

議案第20号 平成22年度熊本県病院事業会

計補正予算（第２号） 

議案第22号 熊本県地域自殺対策緊急強化

基金条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

議案第23号 熊本県妊婦健康診査支援基金

条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

議案第24号 熊本県ワクチン接種緊急促進

基金条例の制定について 

議案第25号 熊本県介護基盤緊急整備等臨

時特例基金条例の一部を改正する条例の

制定について 

議案第33号 指定管理者の指定について 

報告事項 

①「熊本県市町村国民健康保険支援方

針」の策定について 

② 抗インフルエンザウイルス薬（タ

ミフル）の備蓄について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

                委 員 長  溝 口 幸 治 

        副委員長  内 野 幸 喜 

                委  員  鬼 海 洋 一 

        委  員 岩 中 伸 司 

委  員  堤   泰 宏 

委  員 藤 川 隆 夫 

委  員 松 田 三 郎 

委  員 山 口 ゆたか 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 
――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 健康福祉部 

         部 長 森 枝 敏 郎 

                  医 監 東   明 正 

         次 長  本 田 惠 則 

         次 長  松 葉 成 正 

         次 長  古 森 誠 也 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

      社会福祉課長 中 園 三千代 

      少子化対策課長  福 島 誠 治 

      障害者支援総室長  東   泰 治 

 障害者支援総室副総室長  西 岡 由 典 

     医療政策総室長 倉 永 保 男 

  福祉総合相談所次長兼 

  医療政策総室副総室長 佐 藤 克 之 

  医療政策総室副総室長 松 永   寿 

 健康づくり推進課長 岩 谷 典 学 

       健康危機管理課長  末  正 男 

        薬務衛生課長  内 田 英 男 

 ねんりんピック推進室長 小 原 雅 晶 

      長寿社会局長  江 口   満 

        高齢者支援課長  永 井 正 幸 

  認知症対策・ 

地域ケア推進課長 古 谷 秀 晴 

 環境生活部                          

         部 長 駒 崎 照 雄 

         次 長 谷 﨑 淳 一 

         次 長  山 本   理 

  首席環境生活審議員兼 
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      環境政策課長 野 田 正 広 

      環境政策監兼 

    環境立県推進室長  家 入   淳 

      環境保全課長 松 島   章 

       水環境課長 田 代 裕 信 

      自然保護課長  岡 部 清 志 

     廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

 廃棄物公共関与政策監兼 

    公共関与推進室長  中 島 克 彦 

水俣病保健課 

環境生活審議員 木 村 光 利 

     水俣病審査課長 寺 島 俊 夫 

  首席環境生活審議員兼 

 食の安全・消費生活課長 小 原 忠 隆 

  交通・くらし安全課長 松 山 昌 紹 

    人権同和政策課長 吉 田 國 靖 

病院局 

     病院事業管理者 横 田   堅 

      総務経営課長 大 谷 祐 次 
――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 鹿 田 俊 夫 

     政務調査課課長補佐  森 田   学 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、ただいまから

第８回厚生常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。 

 議案等について執行部の説明を求めた後に

一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、本日の説明等を行われる際、執行部

の皆さんは着席のまま行ってください。 

 それでは、森枝健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明を願

います。 

 

○森枝健康福祉部長 おはようございます。 

 健康福祉部の議案概要の説明に先立ち、報

告とおわびを申し上げます。 

 去る１月29日に、県内の食鳥処理場で実施

した高病原性鳥インフルエンザの簡易検査に

際し、使用期限が切れた検査キットを使用

し、また、正規の連絡経路によらず、直接現

場から大分県に感染疑いの誤報を伝えるとい

う事案が発生いたしました。大分県を初めと

する関係者の皆様に多大なる御迷惑をおかけ

するとともに、県民の皆様に御心配をおかけ

しましたことを深くおわび申し上げます。 

 事件後、再発防止のための検査員の研修を

速やかに実施するとともに、対応マニュアル

の見直しなどを行い、関係機関に対して周知

徹底を図りました。 

 今回の事態を深く反省し、農林水産部との

連携強化を図り、食鳥検査と家畜防疫の観点

に立った迅速で適切な対応に努めてまいりま

す。 

 続きまして、健康福祉部関係の議案の概要

につきまして御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係１

議案、条例等関係４議案の合計５議案でござ

います。 

 まず、第１号議案の平成22年度熊本県一般

会計補正予算についてですが、総額18億5,00

0万円余を増額する補正予算をお願いしてお

ります。 

 その主な内容ですが、国の緊急総合経済対

策による新たな事業の追加等に伴い、６つの

基金、具体的には、安心こども基金、障害者

自立支援対策臨時特例基金、地域自殺対策緊

急強化基金、医療施設耐震化臨時特例基金、

妊婦健康診査支援基金、介護基盤緊急整備等

臨時特例基金に交付金を積み増す予算や、子

宮頸がん等の予防ワクチンの接種を緊急に促

 - 2 -



第８回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 

進するため、新たなワクチン接種緊急促進基

金を造成し、市町村に対して助成する予算を

計上しております。 

 また、介護職員等のたんの吸引等研修に必

要な機器を整備する予算や、国から交付され

る地域活性化交付金を活用して、新型インフ

ルエンザ等の検査機器の整備、対米等輸出食

肉検査設備の整備を行う予算などを経済対策

の一環として計上をしております。 

 これらの経済対策関連の予算の増額は、合

わせまして総額73億3,000万円余となりま

す。 

 一方、経済対策関連事業の見込み減に伴

い、介護基盤緊急整備等事業など、総額34億

円余を減額補正しております。 

 このほか、平成22年度から平成23年度への

繰越明許費としまして、障がい者福祉施設耐

震化等特別対策事業など５事業で９億8,000

万円余をお願いするとともに、保健・医療・

福祉関係業務の委託など７億4,000万円余の

債務負担行為の設定や財源更正についてもお

願いをしております。 

 これらによりまして、特別会計を含めた健

康福祉部の平成22年度の予算総額は1,327億

8,000万円余となります。 

 次に、第22号議案の熊本県地域自殺対策緊

急強化基金条例の一部を改正する条例の制定

についてですが、地域自殺対策緊急強化基金

を活用する事業の実施期間の延長に伴い、関

係規定を整備するものでございます。 

 次に、第23号議案の熊本県妊婦健康診査支

援基金条例の一部を改正する条例の制定につ

いてですが、妊婦健康診査支援基金を活用す

る事業の実施期間の延長に伴い、関係規定を

整備するものでございます。 

 次に、第24号議案の熊本県ワクチン接種緊

急促進基金条例の制定についてですが、子宮

頸がん等の予防ワクチンの接種を緊急に促進

するため、ワクチン接種緊急促進基金を設置

する条例を制定するものでございます。 

 次に、第25号議案の熊本県介護基盤緊急整

備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

の制定についてですが、介護基盤緊急整備等

臨時特例基金を活用する事業の追加に伴い、

関係規定を整備するものでございます。 

 このほか、熊本県市町村国民健康保険支援

方針の策定についてなど２件について御報告

させていただくこととしております。 

 以上が今回提案しております議案等の概要

でございます。詳細につきましては、関係各

総室長及び課長が説明いたしますので、よろ

しくお願い申し上げます。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 先議分と書かれました説明資料の２ページ

をお願いいたします。 

 今回の補正予算の主な内容について御説明

申し上げます。 

 まず、社会福祉総務費でございます。 

 説明欄をお願いいたします。 

 １番の職員給与費につきましては、毎年１

月１日時点の職員数とその給与額をもとに当

初予算に計上しておりますが、今回の補正

は、平成22年４月１日以降の人事異動や組織

改編に伴う所要額の増減をお願いするもので

ございます。各課、総室、室の説明欄に職員

給と記載しているものにつきましても同様の

趣旨でございますので、それぞれからの説明

は省略させていただきます。 

 なお、ねんりんピック推進室の新設などに

よりまして、健康福祉部全体で総額１億3,41

7万円余の増額をお願いしております。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 説明欄３の社会福祉諸費の(4)市町村派遣

職員負担金でございますが、県の福祉総合相

談所への熊本市職員の受け入れについて、平

成22年４月から、３名の職員派遣がございま

した。その職員の給与等は、派遣協定に基づ

き、県が負担することとなっておりまして、
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1,787万円余の増額をお願いしております。 

 次に、(5)福祉・介護人材緊急確保事業で

ございます。経済対策として、福祉・介護人

材の定着や参入促進を目的に、介護福祉士養

成施設等への補助事業４件、県社会福祉協議

会への委託事業２件を実施しております。こ

れに伴う予算は総額で9,715万円でございま

すが、今回4,772万円余の減額をお願いして

おります。 

 減額の主なものは２つございます。１つ

は、介護や福祉の仕事を目指す学生をふやす

ための事業でございまして、新入生の定員充

足率60％未満という補助の対象要件がござい

ましたが、予算措置の段階では定員充足率が

不明であったため、県内すべての介護福祉士

養成施設５校分を予算計上させていただきま

した。結果は、１校のみが対象となったた

め、1,720万円の減額となっております。 

 減額のもう一つは、介護福祉士等の資格を

有しながら福祉・介護サービスに就業してい

ない潜在的有資格者に対する再就業支援を行

うための事業でございます。介護福祉士の資

格取得制度の改正などの影響によりまして、

養成施設の入学者の増加がございまして、養

成施設側に事業を実施する十分な余裕がなく

なったことなどによりまして、1,893万円余

の減額となっております。 

 次に、(6)社会福祉施設等耐震化等特別対

策事業でございます。これも経済対策として

実施しているものです。熊本市所管のスプリ

ンクラー整備事業及び耐震化整備事業に係る

ものでございます。これに伴う予算措置は３

億525万円余でございますが、今回２億3,959

万円余の減額をお願いしております。 

 理由としましては、予算の計上に当たって

は、熊本市から提出される事業実施計画書に

基づき予算措置を行っておりますが、これ

は、予算計上時には工事費が不明であるた

め、国の補助要綱に基づく上限額で積算して

おりました。今回、工事費が実施予定額を大

幅に下回り、少額で必要な整備が可能となっ

たことから減額補正を行うものでございま

す。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 下段の社会福祉施設費でございます。 

 説明欄１の社会福祉施設借入金利子補給で

ございますが、補助対象法人のうち、２つの

法人が借入金の繰り上げ償還を行ったこと

で、今年度の所要額が155万円の減額となっ

たものでございます。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 ３段目の保健環境科学研究所費でございま

す。 

 説明欄２にあります施設設備整備費でござ

いますが、これは、新型インフルエンザ等の

試験検査体制を強化するために、保健環境科

学研究所に検査機器を増設するための経費で

ございます。2,442万円余の増額をお願いし

ております。 

 なお、これにつきましては、国の経済対策

の交付金を活用することとしております。 

 次に、５ページ、下段の元金でございま

す。 

 説明欄１にあります災害援護資金国庫貸付

金元金でございますが、これは災害により被

災した世帯に対し市町村が貸し付けを行うも

のであり、県が３分の１、国が３分の２を負

担するものでございます。今回、市町村から

県への償還額が当初の見込みを上回るため、

国への償還額が増加することとなりますの

で、150万円余の増額をお願いしておりま

す。 

 以上、健康福祉政策課の補正予算としまし

て、総額３億2,590万3,000円の減額をお願い

いたしております。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 環境衛生費で対米等輸出食肉検査事業1,81

6万5,000円をお願いしております。これは、

対米輸出食肉認定要件の一つでありますサル
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モネラ菌検査を実施するため、食肉衛生検査

所に必要な設備・施設を増設するものでござ

います。経済対策の一環として事業の前倒し

の実施を行いましたが、年度内での事業完了

が困難であるため、来年度への繰り越しが必

要となったものでございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の変更でございます。 

 社会福祉費で障がい者福祉施設耐震化等特

別対策事業と障がい者福祉施設整備費でござ

いますが、これは、事業計画の変更に不測の

日数を要したことから、来年度への繰り越し

が必要となったものであり、８億8,967万5,0

00円の増額をお願いしております。 

 児童福祉費で保育所等緊急整備事業でござ

いますが、これは、保育所整備において建築

許可等に不測の期間を要したことから、一部

工事が完了しないため、来年度への繰り越し

が必要となったものであり、5,100万円の増

額をお願いしております。 

 公衆衛生費で保健環境科学研究所施設設備

整備費でございますが、これは、さきに御説

明いたしました新型インフルエンザ等の試験

検査体制を強化するため、研究所に検査機器

を増設するものでございます。これも経済対

策の一環として事業の前倒しの実施を計画し

ておりましたが、年度内での事業完了が困難

であるため、来年度への繰り越しが必要とな

ったものであり、2,442万3,000円の増額をお

願いしております。 

 最後に、８ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 保健・医療・福祉関係業務については、健

康福祉部すべての課、総室、室に関するもの

ですが、主なものとしましては、ホームレス

対策業務委託9,166万円余や県内10の保健所

で行います犬捕獲抑留等業務１億790万円余

など、合わせまして47の業務、７億4,770万

1,000円でございます。これらの業務につい

ては、平成23年４月１日から業務を開始する

ため、３月中に入札等の事務手続を終えて契

約内容を確定する必要があることから、債務

負担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 健康福祉政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 ９ページをお願いいたします。 

 右の説明欄に沿いまして、主なものを説明

させていただきます。 

 まず、社会福祉総務費につきましては、２

の生活福祉資金貸付事業費ですが、これは県

社会福祉協議会の補助でございます。 

 (1)貸付事務費補助は、要保護世帯向けに

不動産を担保として貸し付けを行う、いわゆ

るリバースモーゲージにおきまして、担保資

産を競売にかける際の費用を計上しておりま

したが、本年度対象となる案件がなかったた

めに減額するものでございます。 

 (2)生活福祉資金相談支援体制強化事業に

つきましては、市町村社協に配置する相談員

の人件費が見込みより少なかったことによる

減額でございます。 

 次に、２段目の遺家族等援護費につきまし

ては、次の10ページにかけまして説明欄にあ

りますとおり、国庫委託金の内示額の増減に

伴うものでございます。 

 次の11ページをお願いいたします。 

 生活保護総務費でございます。 

 説明欄１の(2)セーフティーネット支援対

策等事業ですが、これは、生活保護世帯の自

立就労支援及び保護の適正化のための事務費

でございます。利用者が見込みより少ないた

め、980万円余の減額をお願いしておりま

す。 

 (3)の生活保護世帯進学「夢」応援事業で

すが、これは、生活保護世帯の子供が大学等

へ進学する際の生活費を貸し付け、支援する
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ものでございます。21年度に行いました進学

希望者の意向調査を踏まえ予算計上しており

ましたが、実際は見込みよりも少なく、ま

た、中退や休学などもありまして、1,230万

円余の減額をお願いするものでございます。 

 (5)の住宅手当緊急特別措置事業ですが、

これは、国の経済危機対策の一環としまし

て、失業者の中で住宅を喪失しているか、ま

たはそのおそれのある方に対しまして住宅手

当を支給するものでございます。国の算式に

従って予算措置しておりましたが、算式の中

にあります、持ち家がない割合ですとか、申

請率が本県の実態と異なるということもあり

まして、利用者が見込みよりも少なく、１億

1,700万円余の減額をお願いしております。 

 次に、(6)の矯正施設等退所者社会復帰支

援事業ですが、これは、刑務所等の退所者の

中で、高齢または障害がある人のために福祉

の支援を行う地域生活定着支援センター設置

のための費用でございます。委託先を決める

公募手続などで事業の実施期間が短くなりま

したので、委託料につきまして、600万円余

を減額したものでございます。 

 次の12ページをお願いいたします。 

 (8)の緊急雇用創出基金市町村補助事業で

すが、これは、各市におきまして、住宅手当

の支給や就労支援などを行うことに対する補

助でございます。(5)の場合と同様に、国の

算式が地方の実態に合わなかったことで、利

用者が見込みより少なく、５億3,700万円余

の減額をお願いしております。 

 次に、２の(2)福祉事務所費につきまして

は、生活保護の申請者などが増加したことに

伴いまして、福祉事務所の事務費・活動費が

不足しておりますので、750万円余の増額を

お願いするものでございます。 

 最後に、13ページをお願いいたします。 

 ４の国庫支出金返納金につきましては、21

年度分の実績確定に伴いまして国に返納する

ものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。 

 資料14ページをお願いします。主なものを

説明させていただきます。 

 まず、児童福祉総務費の説明欄２の児童健

全育成費の(2)児童健全育成事業でございま

すが、これは、市町村が実施します放課後児

童クラブに対する運営費補助金の所要見込み

額が当初見込みを下回ったことによる減額で

ございます。 

 なお、今年度は、熊本市を除く225のクラ

ブに補助をしております。 

 (3)は、放課後児童クラブの施設整備に対

する補助金の減額でございます。今年度、８

カ所で実施をいたしております。 

 (4)熊本県地域子育て応援事業は、昨年の1

1月議会で補正予算の議決をいただきました

保育所等の子育て支援施設が、安全・安心対

策や感染症防止対策に係る整備など、子育て

環境の向上のために実施する事業に対しまし

て、安心こども基金を活用して助成するもの

ですが、交付申請のあった施設数が見込みを

上回り、また、後ほど説明しますが、安心こ

ども基金で財源の手当てがなされたことか

ら、今回増額をお願いするものでございま

す。 

 次の３国庫支出金返納金は、平成21年度に

受け入れた国庫補助金のうち、交付確定に伴

い、国庫への返納が必要なものを予算計上す

るもので、主なものは児童健全育成事業の補

助金等でございます。 

 15ページの４安心こども基金積立金は、平

成20年度に安心こども基金を設置し、保育所

整備に対する補助を初め各種の事業を実施し

ているところですが、今回、国の補正予算に

より追加交付を受け、基金に積み増しするも

のでございます。 
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 なお、これを財源として実施する事業につ

きましては、先ほどの地域子育て応援事業の

ほか、来年度当初予算に計上させていただい

ております。 

 続きまして、児童措置費でございますが、

説明欄１児童扶助費につきましては、いずれ

も所要見込み額が当初見込みを下回ったこと

による減額でございますが、(1)は児童養護

施設や乳児院等への措置費の関係でございま

す。それから、(2)は熊本市を除く民間保育

所の運営費の県負担金の関係でございます。

(3)、(4)は母子生活支援施設や授産施設の関

係でございます。 

 それでは、一番下の３児童手当費でござい

ますが、これは子ども手当の一部として市町

村に交付するものでございますが、当初予算

の見積もりに当たって事業主から直接支給さ

れる公務員分の見込みが困難だったことか

ら、所要見込みが当初見込みを下回り、減額

をお願いするものでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 母子福祉費でございますが、１ひとり親対

策費の(1)ひとり親家庭支援事業は、母子家

庭高等職業訓練促進事業、これは母子家庭の

母親が看護師等の資格を取得するために養成

機関に通う場合に給付金を支給する事業でご

ざいますが、これの対象者が当初見込みを下

回ったことによる減額と国庫補助金の交付決

定に伴う財源更正でございます。 

 (2)ひとり親家庭等在宅就業推進事業は、

ひとり親への就労面だけでなく、子供さんへ

の学習指導など、生活、子育て面にもわたり

総合的に支援する事業でございますが、債務

負担行為を設定の上、今年度から来年度まで

の２カ年事業として、現在実施をしておりま

す。 

 このうち、事業の中心となる在宅就業支援

事業につきましては、当初技能訓練の委託先

を１社と予定しておりましたが、訓練内容の

選択肢を幅広く御提供するという観点から２

社に変更したことや、募集者数420人に対し

まして４倍超、1,700人超の御応募をいただ

き、訓練への参加者を最終的に選考するため

の諸手続を慎重に行うため、応募者全員に対

し面接を実施するなど、予想以上の時間を要

したことなどから、当初10月に予定をしてお

りました技能訓練の開始時期が約２カ月間ず

れ込んでおります。 

 今回の減額の内容につきましては、これに

伴いまして支給する訓練手当、あるいは訓練

実施に要する諸経費が主なものでございま

す。これらにつきましては、来年度の当初予

算に計上させていただきたいと考えておりま

すが、恐れ入りますが、18ページをお願いい

たします。 

 先ほど申し上げましたとおり、当初予算で

債務負担行為を設定して実施しております

が、この債務負担行為限度額の増額につきま

しても、あわせてお願いをするものでござい

ます。 

 恐れ入ります。また16ページにお戻り願い

ます。 

 ２の(2)児童扶養手当支給事業費(扶助費)

は、ひとり親に支給します児童扶養手当の所

要見込み額が当初見込みを下回ったことによ

る減額でございます。 

 ３のひとり親家庭等医療費は、県独自の医

療費補助制度として実施しているものです

が、市町村の所要見込み額の減に伴うもので

ございます。 

 続きまして、下段の児童福祉施設費でござ

いますが、１の市町村保育施設運営費補助の

特別保育総合推進事業は、延長保育等におけ

る所要見込み額が当初見込みを下回ったこと

によるものでございます。 

 ２の児童福祉施設整備費、保育所等緊急整

備事業は、安心こども基金を活用して実施し

ております保育所整備補助金、今年度は24カ

所でございますが、これの所要見込み額が当

初見込みを下回ったことによる減額でござい
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ます。 

 最後に、17ページの３施設職員退職共済費

は、社会福祉施設等に勤務されております職

員の退職金の一部を負担するもので、補助単

価が当初見込みを下回ったことによる減額で

ございます。 

 以上、少子化対策課、総額11億400万円余

の増額をお願いいたしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者支援総室

でございます。 

 予算関係及び条例１議案でございます。 

 説明資料の19ページをお願いいたします。 

 まず、障害者福祉費でございます。３億2,

691万8,000円を計上いたしております。 

 右側の説明欄で御説明申し上げます。 

 １の障がい者扶助費でございます。 

 (1)の更生医療費は、自立支援医療のう

ち、身体障害者の更生のための手術、人工透

析等への公費負担分でございますが、市町村

における所要見込み額の減に伴い、減額補正

を行うものでございます。 

 (2)の精神通院医療費は、同じく、自立支

援医療のうち、精神障害者の方の通院医療費

の公費負担分でございますが、近年うつ病等

精神疾患による通院医療費の実績が大きく増

加しており、本年度においても予算に不足が

見込まれるため増額をお願いするものでござ

います。 

 (3)は、市町村が行う各種自立支援給付サ

ービスの一部を負担するものでありますが、

22年４月から低所得者の利用負担額の無料化

等によりまして、利用者が約10％伸びており

ます。そういったことにより、22年度所要見

込み額が不足することによる増額補正をお願

いするものでございます。 

 (4)は、重度障害者に係る市町村特別支援

事業ですけれども、対象としていました熊本

市が要件から外れたことに伴いまして、減額

補正をお願いするものでございます。 

 ２の障がい者福祉諸費でございます。 

 (1)の市町村地域生活支援事業は、国の追

加内示を受けまして補正を行うものでござい

ます。 

 (2)から次のページの(5)につきましては、

障害者自立支援対策緊急基金事業でございま

すが、いずれも所要見込み額が予算を下回る

こととなりましたので、減額補正を行うもの

でございます。 

 (6)、(7)は、いずれも緊急雇用創出基金を

活用した事業でございますが、予算に対しま

して事業実施箇所数等が予定したものを下回

ったため、減額補正を行うものでございま

す。 

 (8)は、新規事業といたしまして、国の補

正予算で措置されたものでございまして、介

護職員等によるたん吸引等の実施のための制

度のあり方が現在国の方で検討されていると

ころでございますけれども、その実施のため

の研修を行うために、本年度、必要な機器等

について整備を行うものでございます。 

 ３の障がい者福祉施設整備費でございます

が、(1)障がい者就労訓練設備等整備費及び

(2)障がい者福祉施設整備費は、いずれも補

助金交付見込み額が予算を下回ることとなり

ましたため、減額補正をお願いするものでご

ざいます。 

 21ページをお願いいたします。 

 ４の国庫支出金返納金につきましては、い

ずれも21年度の国庫補助金等の額の確定に伴

い追加交付分を精算返納するものでございま

す。 

 ５の重度心身障がい者医療費につきまして

は、重度心身障害者の方の医療費の自己負担

分の一部を助成する市町村に対し補助を行う

ものですが、市町村における所要見込み額の

減に伴い減額補正をするものでございます。 

 ７の障害者自立支援対策臨時特例基金積立

金につきましては、国の補正予算に伴い、本
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県への追加交付が示されたことによりまし

て、基金への積み増しの補正を行うものでご

ざいます。本年度は、基金への積み増しだけ

を行い、事業実施は23年度で行うこととして

おります。 

 22ページをお願いいたします。 

 児童措置費でございます。4,254万9,000円

の増額補正をお願いしております。 

 １の国庫支出金返納金ですが、いずれも21

年度国庫補助金・負担金等の額の確定に伴

い、追加交付分を精算返納するものでござい

ます。 

 続きまして、児童福祉施設費ですが、1,33

5万6,000円を計上いたしております。 

 (2)のこども総合療育センター管理運営費

でございますが、自立支援法の施行に伴い、

従来の月払い方式による報酬額の９割相当額

が保障されておりますけれども、こども総合

療育センターも対象となりまして、県有施設

でありますために、財源更正により措置する

ものでございます。 

 最下段の精神保健費でございます。2,729

万8,000円を計上いたしております。 

 １の精神保健費につきましては、基金の運

用による利子を基金に充当するものでござい

ます。 

 23ページをお願いいたします。 

 ２の精神保健福祉センター費の(1)の精神

保健福祉センター移転事業は、精神保健福祉

センターの移転に伴い、旧保育大学校の施設

改修工事等を実施しておりましたが、国庫補

助金が採択となりましたために財源更正をす

るものでございます。 

 なお、国庫補助金の交付額は2,478万5,000

円でございます。 

 (2)の市町村派遣職員負担金は、熊本市の

政令市移行に備えまして、市で精神保健セン

ターを開設することになりますけれども、熊

本市より、研修職員を県の精神保健福祉セン

ターに、本年度１名受け入れております。こ

の１名につきまして、協定に基づき、当該職

員の給与等を負担するものでございます。 

 ３の地域自殺対策緊急強化基金積立金です

が、国の補正予算で地域自殺対策緊急強化交

付金がうつ病対策分として追加交付されまし

たことに伴いまして、補正をお願いするもの

でございます。 

 また、新たに地域活性化交付金、通称光交

付金と言われていますけれども、この交付金

が交付されまして、あわせて、これにつきま

しても基金を積み増すものでございます。光

交付金の方が1,000万円ということになって

おります。この光交付金を積み増すことによ

りまして、従来の基金も含めまして、24年度

まで延長が可能となっております。この延長

に伴います基金条例の改正につきましては、

後ほど御説明させていただきます。 

 最後に、県立病院事業会計繰出金でござい

ますが、県立こころの医療センターにおい

て、国の補正予算で措置されました地域活性

化交付金を活用いたしまして、医療機器等の

整備等を行うことに当たり、一般会計から繰

出金を支出するものでございます。 

 以上、障がい者支援総室の予算の総額は、

最下段にありますように、補正前200億5,711

万7,000円に今回補正額５億4,953万8,000円

を含めまして、206億665万5,000円となりま

す。 

 続きまして、条例関係でございます。42ペ

ージをお願い申し上げます。 

 第22号議案熊本県地域自殺対策緊急強化基

金条例の一部を改正する条例の制定について

でございます。 

 43ページの条例(案)の概要で説明をさせて

いただきます。 

 先ほど予算の方で説明申し上げましたけれ

ども、国の地域活性化交付金、通称光交付金

と言われておりますけれども、その交付を受

け、基金に積み増すことになりましたけれど

も、その基金の事業の実施期間が、これまで
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は当初23年度までとなっておりましたけれど

も、これが24年度末まで延長が可能となりま

した。この関係で、基金条例を改正し、失効

期限の延長をお願いするものでございます。 

 なお、事業は24年度末で終了となります

が、基金の精算事務等を考慮いたしまして、

失効の期限を25年12月末日とするものでござ

います。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○溝口幸治委員長 一応以上のところまでで

一たん質疑を受けたいと思います。 

 質疑のある方、挙手をお願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員 ５ページ、お願いしま

す。 

 保健環境科学研究所の施設整備の件です

が、今回新型インフルエンザの検査について

適用できるような体制をつくる整備をすると

いうことだと思うんですけれども、この新型

インフルエンザ等の検査には、国の方で最終

的な確定もされるんでしょうけれども、この

保環研でどのくらいまでの精度でできるの

か、そのあたりを教えていただければと思い

ます。 

 

○末健康危機管理課長 今回整備します機

器は、遺伝子レベルで新型を含みますインフ

ルエンザの型式について判定をする機器を整

備するものでございまして、保環研において

この器械を使いまして判定すれば、遺伝子レ

ベルで季節性のものであるか新型のインフル

エンザであるか等が判明できるものでござい

ます。国等に送って判定する必要はございま

せんで、県レベルで判定が実施できるもので

ございます。 

 

○山口ゆたか委員 去年視察に行かせていた

だいたときに、確定するまでにかなり時間が

かかるということですけれども、そういうの

は向上されるんですかね。 

 

○末健康危機管理課長 導入します機器

は、リアルタイムのＰＣＲの器械でございま

すが、通常のＰＣＲ検査機器よりも性能がよ

くて、早い反応速度で検査が実施できます。

従前も１基、リアルタイムのＰＣＲを持って

おりましたけれども、一昨年の発生状況で多

くの検体を検査する必要があって時間を要し

ておりました。今回２台体制になることで、

よりスピードアップした検査結果の判明にな

ると考えております。 

 

○山口ゆたか委員 わかりました。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 自殺対策、いろいろ打たれ

ていると思いますけれども、22年度ももうそ

ろそろ終わりになるんですけれども、例年ど

おりやっぱり自殺者は500名を超えているの

かどうか、ちょっとお聞かせいただければと

思います。 

 

○東障がい者支援総室長 22年の速報値が１

月になって出たところでございますけれど

も、県内の自殺者につきましては、21年が48

4人でございました。それが22年は471人と13

名減少したところでございます。この471

名、やはり年代的には依然として40代から50

代の中高年と高齢者がその自殺の比率として

は高いような状況でございます。 

 そういうことで、この自殺を少しでも減ら

すようにというところで、それぞれの地域ご

との状況等に、どういった原因がその自殺の

要因としてかかわっているのか、その辺の調

査を今やっているところでございます。 

 そういうことで、一人でも少なくするよう

に取り組んでいきたいと思っているところで
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ございます。 

 

○藤川隆夫委員 今おっしゃったように、積

極的にこの自殺対策に取り組んでいっていた

だければと思いますけれども、相変わらず50

0名前後という何か全然数字的には変わって

ないかなと思います。一生懸命努力されてこ

の数字だろうというふうに思っておりますの

で、何もやらなかったら、もっともっと多か

ったのかもしれませんので、今後とも積極的

にやってください。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口ゆたか委員 16ページのひとり親対策

費についてお尋ねします。 

 (2)のひとり親家庭等在宅就業推進事業で

すけれども、私が昨年務めておったときは１

社で頑張るんだということでございました

が、２社になったということで、どういう業

種をふやされたのか、そしてまた、応募者が

かなり多かったようですが、そのあたりは今

後どのように対策を打っていかれるのか、お

聞かせください。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。 

 まず、１点目の委託業者を１社から２社に

したことでございますが、420名という非常

に技能訓練としては大規模なものでございま

す。いろいろ調べた結果、果たして１社で受

けるのが大丈夫かどうか、それと、正直、１

社ぽしゃるともうすべてがぽしゃるというよ

うなこともありまして、やはりそのリスクと

いう点でも複数の方がいいんではないかとい

うところもありました。いろんなことを考え

まして２社にした方が――あと、先ほども触

れましたが、ひとり親の方にとりましても、

選択肢がふえるということも非常に魅力的に

なるんじゃないかと考えました。 

 結果的に７社から手が挙がりまして、外部

の委員さんを含めまして選考委員会をつくり

まして、２社に決定しました。２社を決定す

る際にも、今申し上げましたとおり、やはり

ある程度違う業種がいいんじゃないかという

ことで、１つが、レセプトの点検をしている

ところでございます。もう一つは、コンソー

シアムで連合体でございまして、文書のＩＴ

化をやっているところとか、あるいはコール

センターをやっているところとか、いろんな

業種が集まったところで応募いただきまし

て、その後の、訓練後の継続的な就労にもよ

りつながりやすいんじゃないかということ

で、そこを選ばせていただいております。 

 それから、２点目で、募集が420人に対し

まして1,700人超ということで、非常に、こ

れはありがたいことだったんですけれども、

応募が多うございました。もちろん、落ちら

れた方がいらっしゃいますので、その方のフ

ォローにつきましては、今現在、予定をして

おりますけれども、そのひとり親の方のいろ

んなニーズに応じたきめ細かな、また、訓練

的な、研修的なものを今後やっていくことに

しておりまして、パソコン研修とかも含めま

して、初級、中級、上級みたいな形で分けな

がら、その方々のレベルに応じた研修等も、

今後あわせて、先ほどの訓練事業とは別に行

っていく予定にしております。 

 以上でございます。 

 

○山口ゆたか委員 どれだけ就業につながる

かが一つのかぎでございますので、今後とも

行政におかれても精査いただくようによろし

くお願いします。終わります。 

 

○岩中伸司委員 関連していいですか。 

 ひとり親の就業で、希望も、これでいけば

４倍以上、応募される方がそういうことだそ

うですけれども、基本的にひとり親というの

が急速にふえている部分もあるんじゃないで
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すか。その辺の動向はどうでしょうか。 

 

○福島少子化対策課長 ひとり親家庭の状況

でございますが、母子世帯等の世帯数、若干

ちょっと古うございますが、一番新しい平成

16年に調べたときは、母子世帯が１万9,000

世帯ございました。その前に調べたときが平

成７年、このときは約１万3,000、平成12

年、そのときが約１万6,000、先ほど言いま

した平成16年が約１万9,000ということで、

恐らくそういう形で伸びてきているのではな

いかなと思っております。 

 

○溝口幸治委員長 それはちょっと余り古過

ぎるでしょう。 

 

○岩中伸司委員 かなり古いですね。一番新

しいので平成16年ですか。その後は。 

 

○福島少子化対策課長 実は、母子世帯の数

は、正確に調べたのはそのとき以来ないんで

すけれども、その後ひとり親のいろんな計画

を立てるときには、むしろ数もさることなが

ら、抽出調査、いろんなアンケート調査もし

まして、収入の状況とか、あるいは働いてい

る方が正社員かどうかとか、あとどういう点

に悩みがあるかとか、そういった点は詳細に

調べまして――済みません、世帯数自体はち

ょっとそのときは調べてなかったんですけれ

ども。 

 

○岩中伸司委員 もう６～７年、ちょっと古

い資料なんで、私は、この間、ここ５～６年

でも結構急速に多くなっているんじゃないか

なと。知ったところでもかなりあるし、そう

いうことを知りたかったんですが、これは改

めて調査とか何とかそういうのは定期的には

やられていないんですね。 

 

○福島少子化対策課長 その後やっていませ

んけれども、当然その数というのは大事でご

ざいますので、ちょっとそこは検討させてく

ださい。 

 

○岩中伸司委員 できれば、ぜひ新しい情報

を……。 

 

○福島少子化対策課長 あわせて、もう一つ

把握の仕方として、ちょっと補正でも出てき

ましたけれども、児童扶養手当の受給者、こ

れは常に把握できますので、そのあたりでい

ろんな傾向は把握しているところでございま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、議案等についての説明に戻りま

す。 

 

○倉永医療政策総室長 医療政策総室でござ

います。 

 説明資料の24ページをお願いいたします。 

 まず、国民健康保険指導費ですが、右側の

説明欄の方を踏まえながら説明させていただ

きます。 

 この指導費につきましては、市町村の国民

健康保険財政の安定化に資するために、法に

基づきまして県が負担をするものでございま

す。予算的には、その右側説明欄の３に挙げ

ておりますが、国民健康保険制度安定化対策

費、これが全体のほとんどを占めまして、約

152億ぐらいになっております。 

 今回の分につきましては、当初見込んだ分

以上に経費がかかる分も出てきておりますの

で、その分につきまして、特にこの安定負担

金で上げておりますけれども、市町村におい

て低所得者の方の保険料の軽減等を行った場

合に県も一部負担を行うと。その見込み額を

超えて増加した分についての増額の補正を予

定しております。額としましては１億8,500

万円余の増額になります。 
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 それから、２段目の公衆衛生総務費です

が、補正額として約10億の減額をお願いして

おりますけれども、中身的にはいろんなメニ

ューが入っておりますので、その分の重要な

ところについて御説明させていただきたいと

思います。 

 まず、２の保健医療推進対策費ですが、

(1)医療施設等施設・設備整備費です。これ

につきましては、医療機関の施設及び設備の

整備に対して補助を行うものですけれども、

対象医療機関の申請の取り下げ等に伴いまし

て、減額の補正をお願いしているところでご

ざいます。 

 それから、(2)ですけれども、医師確保総

合対策事業です。これにつきましては、医師

確保に向けましてさまざまなメニューで取り

組んでおるところでございますが、救急勤務

医の確保事業ですとか、産科医等の確保支援

事業等につきまして、当初の所要見込み額を

下回っております。取り下げとか辞退とかが

少し出てきておりますので、その分での減額

の補正をお願いしているところでございま

す。 

 それから、(4)になりますが、療養病床の

転換助成事業でございます。これにつきまし

ては、病院または診療所が行います医療療養

病床から老人保健施設への転換に要する費用

を助成するものです。今年度５件ほど相談が

あっておりましたけれども、最終的には着工

予定がなくなりましたので、その分減額の補

正をお願いしております。 

 それから、(5)ですけれども、医療施設耐

震化整備事業でございます。これにつきまし

ては、今年度分、事業の工事の進捗率が当初

の見込みを大幅に下回りましたので、減額の

補正をお願いしているところでございます。 

 それから、(6)ですが、ヘリ救急医療搬送

体制整備事業ですけれども、ドクターヘリの

基地病院の施設整備やヘリポートの整備を行

うものですが、整備の時期が23年度にずれ込

みますので、その分の減額補正をお願いして

おります。 

 それから、３になります。一番下のところ

ですが、後期高齢者医療対策費ですけれど

も、これにつきましては、次の26ページの

(1)、(2)、(3)、(4)のところまでの分をセッ

トで説明をさせていただきたいと思います。 

 この後期高齢者医療対策費ですけれども、

これは後期高齢者医療制度に係る県の法定の

負担金でございます。合計で３億2,742万円

余の減額補正をしておりますけれども、当初

は約240億円で予算をお願いしておりまし

て、その分で取り組んできておりました。 

 ただ、算定の仕方としまして、当初予算に

おきましては、前年度の実績額等をもとに所

要額を見込んでおりますけれども、負担の対

象となる医療給付費等はいろいろ変動いたし

ますので、12月の時点で約７カ月間の実績を

踏まえて負担金の過不足額を把握して対応す

ることとしております。その分が今回の補正

にあらわれております。 

 なお、最終的に確定する過不足額につきま

しては、翌年度精算することとなります。 

 それから、５の医療施設耐震化臨時特例基

金積立金でございますが、新たな経済対策と

いたしまして、医療施設耐震化臨時特例交付

金の追加交付分がありましたので、その分の

積み増しをさせていただくものでございま

す。 

 それから、次の27ページの方をお願いいた

します。 

 ２段目の医務費ですけれども、右説明欄の

１歯科行政費、在宅歯科医療確保対策事業で

すが、在宅歯科医療の在宅歯科の診療を実施

します病院等に対しまして医療機器購入に係

る経費の補助を行うものですけれども、補助

の申請額が見込みより下回りました。実際は

辞退されたところと新規の分も少しありまし

たけれども、トータルとしては減額になりま

すので、減額をお願いしております。 
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 それから、保健師等指導管理費ですけれど

も、右側の方の説明欄の１の看護行政費の

(1)看護師養成所等の運営費補助事業につい

てですけれども、看護職員の確保と教育内容

の充実を図るために、看護師の養成所に対し

まして、運営経費の補助をしておりますけれ

ども、養成所の方で、収入の増加によりまし

て、交付申請額が基準額を下回るというケー

スが出てまいりましたので、その分に伴いま

して減額をお願いしております。 

 それから、(3)になりますが、看護師等養

成所施設・設備整備事業ですけれども、これ

につきましては、看護師等養成所の施設の整

備や新しい課程の新設に伴います施設の整備

に対して補助を行っておりますが、補助対象

面積が減になりましたので、事業費が減額と

なったことに伴う減をお願いしております。 

 それから、次のページをお願いいたしま

す。 

 (2)訪問看護師定着支援事業ですけれど

も、これは訪問看護の経験がない未就業者の

看護師さんを雇用したり教育をするというこ

とに要する経費を補助するものですが、訪問

看護ステーションの求人に対しまして応募者

が見込みを下回りましたので、一応５人求人

を予定しておったんですが、応募者が２人と

いうことになりましたので、減額の補正をお

願いしております。 

 以上、医療政策総室の補正予算としまし

て、総額で８億6,657万円余の減額補正をお

願いしております。 

 それから、最後になりますが、29ページを

お願いいたします。 

 債務負担行為の補正の分でございます。 

 申しわけありませんが、議案書の方には問

題ありませんけれども、そこに整理しており

ます中ほどの期間のところ、「平成23年度～

平成25年度」となっておりますが、申しわけ

ありません。これは平成26年度ということで

訂正をお願いしたいと思います。ちょっと修

正が間に合っておりませんでしたので、申し

わけありませんでした。 

 では、内容について御説明させていただき

ます。 

 医療施設耐震化整備事業につきましては、

前回９月の補正予算のときに平成25年度まで

の３年間の債務負担行為の変更を設定いたし

ましたけれども、その後事業の辞退とそれか

ら事業のスケジュールが後にずれてきておる

ということがありましたので、今回平成26年

度までの４年間の債務負担行為に設定をし直

すものでございます。 

 医療政策総室分は以上でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 まず、社会福祉総務費でございます。 

 右の説明欄１の社会福祉諸費の増額でござ

いますが、育成医療費の所要見込み額の増に

よるものでございます。 

 次に、公衆衛生総務費、２の健康づくり推

進費でございます。 

 (2)の健康増進計画推進事業、それと(3)の

ヘル歯ー元気8020支援事業につきましては、

国庫補助事業の補助額が内示減となったこと

に伴いまして、所要見込み額が減となったも

のでございます。 

 (4)の特定健康診査等実施事業及び(5)の市

町村健康増進事業の減額につきましては、市

町村における所要見込み額の減によるもので

ございます。 

 一番下の３の栄養指導対策費につきまして

は、事業実施に係る所要見込み額の減でござ

います。 

 31ページをお願いいたします。 

 ４の特定疾患対策費の増額につきまして

は、対象者数が増加したことに伴う所要見込

み額の増によるものでございます。 
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 ５の母子衛生費の増額につきましては、先

天性代謝異常等検査の所要見込み額の増によ

るものでございます。 

 ６の国庫支出金精算返納金につきまして

は、原爆被爆者特別措置費交付金について、

21年度精算額を国に返納するものでございま

す。 

 一番下の７の妊婦健康診査支援基金積立費

でございますが、これは、妊婦健康診査支援

事業に係る国からの期間延長に伴う追加交付

金の積み増しによるものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 次に、予防費でございますが、２のハンセ

ン病療養所等入所者家族生活援護費の減額

は、所要見込み額の減によるものでございま

す。 

 最後に、保健所費でございます。これは、

厚労省から委託を受けて実施いたします乳幼

児身体発育調査に要する経費の増額でござい

ます。 

 以上、合わせまして３億2,019万7,000円の

増額補正でございます。 

 続きまして、条例の一部改正でございま

す。44ページをお願いいたします。 

 先ほど補正でお願いいたしました妊婦健康

診査支援基金条例の一部改正でございます。

 国の通知によりまして、当該基金の実施期

間が延長されたことに伴い、期間の延長を一

部改正するものとしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○末健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 説明資料33ページをお願いいたします。 

 まず、公衆衛生総務費でございます。 

 9,000万円余の減額といたしております

が、これは、主に肝炎対策事業における医療

費等の所要見込み額の減に伴うものでござい

ます。 

 次に、結核対策費でございますが、180万

円余の増額をお願いいたしております。これ

は結核患者医療費の所要見込み額の増に伴う

ものでございます。 

 次に、予防費でございますが、18億7,000

万円余の増額をお願いいたしております。財

源内訳の一般財源で8,900万円余の減額とい

たしておりますが、主に、説明欄(2)の新型

インフルエンザ対策費の減額によるものであ

り、抗インフルエンザウイルス薬のうちタミ

フルについて、市場流通の状況等を考慮し、

今年度の追加備蓄を見合わせることとしたこ

とによる所要見込み額の減でございます。 

 説明資料34ページをお願いいたします。 

 説明欄３の予防接種対策費でございます

が、熊本県ワクチン接種緊急促進事業とし

て、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン

及び小児用肺炎球菌ワクチンの接種費用の市

町村に対する助成に３億2,000万円余及びそ

のための新たな基金造成に16億3,000万円余

の増額をお願いいたしております。 

 次に、食品衛生指導費でございますが、48

0万円余の増額をお願いいたしております。 

 説明欄１乳肉衛生費、ＢＳＥ食肉検査体制

整備事業の1,000万円余の減額は、主に検査

キット購入代の入札残によるものでございま

す。 

 説明資料35ページをお願いいたします。 

 (2)の対米等輸出食肉検査事業は、食肉衛

生検査所の検査設備を米国等への輸出基準に

対応したものに整備するための経費で1,800

万円余の増額をお願いいたしております。 

 以上、健康危機管理課分の合計17億8,000

万円余の増額をお願いいたしております。 

 続きまして、条例案件でございます。説明

資料の46ページをお願いいたします。 

 熊本県ワクチン接種緊急促進基金条例の制

定についてでございます。 

 説明資料48ページをお願いいたします。 

 制定の趣旨及び内容は、平成22年度から平

成23年度までの間、子宮頸がん等ワクチン接
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種緊急促進臨時特例交付金を、市町村が実施

する子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン

及び小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業を緊

急に促進するために必要な経費に充てるため

の基金を設置する条例であり、その基金の設

置及び運用に関し必要な事項を定めるもので

ございます。 

 この条例は、公布の日からの施行を予定い

たしております。 

 以上、御審議方よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○小原ねんりんピック推進室長 ねんりんピ

ック推進室でございます。 

 説明資料37ページをお願いいたします。 

 老人福祉費でございます。 

 右側の説明欄２番の高齢者福祉対策費でご

ざいます。 

 (1)から(3)の事業は、すべて緊急雇用創出

基金を活用した委託事業でございまして、委

託料の執行残により、合わせまして211万5,0

00円の減額補正を行うものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○永井高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 資料の38ページをお願いいたします。 

 主な事業を御説明申し上げます。 

 まず、老人福祉費でございます。 

 右側の説明欄で、２の高齢者福祉扶助費の

軽費老人ホーム事務費補助事業でございます

が、利用者から徴収します利用料のうち、事

務費の一部を減免した場合、その減免した額

に対して補助金を交付するものでございます

が、年間利用人員が当初見込みを下回ったこ

と、それから本人からの徴収額が見込みを上

回ったことによりまして、1,100万円余の減

額補正をお願いするものでございます。 

 次に、３の高齢者福祉対策費の(3)施設開

設準備経費助成特別対策事業でございます

が、これは、介護関係施設が開設当初から安

定した質の高いサービスを提供できるよう

に、開設前から職員を早目に雇用して十分な

研修を行うことなどができる助成制度でござ

います。 

 市町村が事業実施のため公募を行ったもの

の、応募が少なかったことや、工事期間ある

いは開設時期を考慮して、平成23年度の申請

を検討する事業者が多かったことなどにより

まして、１億5,400万円余の減額補正をお願

いするものでございます。 

 次に、(4)の現任介護職員等研修支援事業

でございますが、緊急雇用創出基金を活用

し、研修を受講する現任介護職員の代替職員

として離職者等を雇用し、研修受講を支援す

るものでございますが、所要見込み額の減に

よりまして、1,100万円余の減額補正をお願

いするものでございます。 

 続きまして、(6)の「働きながら資格をと

る」介護雇用プログラム事業でございます

が、当初平成22年度までの事業とされており

ました本事業につきまして、22年度中、国か

ら年度途中で新たに本県に追加配分された金

額のうち、市町村での執行分等を除きます金

額のほぼすべて、約４億8,000万円余でござ

います。これを６月補正で計上させていただ

きまして事業に取り組んでまいりましたが、

今年度の事業実施見込みが現計予算額を下回

ったことにより４億100万円余の減額補正を

お願いするものでございます。 

 この大幅な減額となった理由でございます

が、事業実施に当たりましては、期限を定め

ない随時受け付けへの切りかえ、あるいは申

請書類の簡素化等の事務手続の改善を行うと

ともに、介護サービス事業者への集団指導で

の説明、地域雇用推進員によります事業者へ

の個別訪問などによりまして、事業の周知に

努め、応募促進を図ってまいりましたが、同

様の雇用対策が国等でも行われていること
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や、事業者の事業計画を採択いたしまして

も、失業者等と事業者の希望が合致せず、採

用予定数を確保できなかったことなどから、

今回の減額補正となったものでございます。 

 なお、平成22年の10月、閣議決定によりま

して、介護福祉士の資格取得を目指します事

業が拡大されますとともに、実施期間も23年

度まで延長されましたことから、この減額分

は平成23年度事業の財源として活用できるこ

ととなります。 

 39ページをお願いいたします。 

 ４の国庫支出金返納金の老人福祉事業費等

国庫支出金精算返納金でございますが、平成

21年度分の在宅事業費補助金等の精算返納金

として80万円余を計上いたしております。 

 次に、５の介護職員処遇改善等臨時特例基

金積立金の介護職員処遇改善等臨時特例基金

事業でございますが、これは、21年度の処遇

改善交付金確定に伴います事業者からの返納

金と平成22年度におきます基金運用利子を当

該基金へ積み立てるものでございます。1,80

0万円余を計上いたしております。 

 続きまして、老人福祉施設費でございま

す。 

 １の老人福祉施設整備費の(1)老人福祉施

設整備等事業でございますが、当初整備を予

定しておりました１つの施設につきまして、

補助金交付の内示後に法人運営に問題がある

ことが判明いたしましたことから、理事長と

理事間の意思疎通を十分行うこと等によりま

す適正な法人施設運営に向けて、県として指

導、助言を行ってまいりました。しかしなが

ら、法人側の対応に時間を要し、本年度の事

業着手が困難な状況となったことから、当該

施設の整備助成分でございます7,000万円の

減額補正を行うものでございます。 

 なお、当該法人につきましては、新しい理

事長のもと、適正な法人施設運営の取り組み

を始められている状況でございます。同額を

平成23年度当初予算へ計上し、運営に問題が

ないと判断できた段階で対応したいと考えて

いるところでございます。 

 次に、(2)の介護基盤緊急整備等事業でご

ざいますが、平成22年度に整備を予定してお

りました施設整備とスプリンクラー設置事業

につきまして、一部平成23年度に実施するこ

ととなったこと等によります減額と、認知症

高齢者グループホームなどの地域密着型施設

の整備促進のための助成単価アップ等を内容

といたします介護支援体制緊急整備等臨時特

例交付金が国におきまして創設をされ、各県

に配分されることに伴い、所要施設分の増額

を行います結果、差し引きで11億8,600万円

余の減額補正をお願いするものでございま

す。 

 最後に、２の介護基盤緊急整備等臨時特例

基金積立金の介護基盤緊急整備等臨時特例基

金事業でございます。 

 国の一般会計経済危機対応・地域活性化予

備費使用という閣議決定に伴いまして、介護

施設等におきます消火設備等の整備に必要な

経費をこの基金へ積み増して対応することと

なりました。あわせまして、国の22年度１次

補正予算の成立に伴いまして、地域密着型サ

ービスの基盤整備の安全確保などと地域支え

合い体制づくり事業に必要な経費につきまし

て、新たに介護支援体制緊急整備等臨時特例

交付金が創設され、この交付金につきまして

もこの基金へ積み増して対応することとなっ

たこと等によりまして、16億1,300万円余を

計上いたしております。 

 以上、高齢者支援課の２月補正予算といた

しまして、全体で３億7,800万円余の減額補

正をお願いいたしております。 

 続きまして、49ページをお願いいたしま

す。 

 第25号議案熊本県介護基盤緊急整備等臨時

特例基金条例の一部を改正する条例の制定に

ついてでございますが、条例(案)の概要につ

きましては、50ページで御説明をさせていた
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だきます。１ページ、おめくりをください。 

 介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金が

この基金の財源として活用できることになっ

たことに伴いまして、活用する事業を追加す

るため、関係規定を整理するものでございま

す。 

 高齢者支援課は以上でございます。御審議

をよろしくお願いいたします。 

 

○古谷認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料40ページをお願いいたします。 

 老人福祉費でございます。 

 右側の説明欄で御説明いたします。 

 ２の高齢者福祉対策費の(1)高齢者人権啓

発事業及び(2)の認知症診療・相談体制強化

事業は、それぞれ国庫委託費・補助費の内示

減に伴う減額でございます。 

 次の(3)新規事業の介護職員等がたんの吸

引等を行うために必要な体制整備事業でござ

いますけれども、さきに、障害者支援総室長

から、医療的ケアであるたんの吸引等の研修

を行うために必要な機器整備について説明が

ございましたけれども、その高齢者の所管分

として、国庫負担10割の補助金を活用し、40

0万円を計上いたしているところでございま

す。 

 次に、３の国庫支出金返納金の老人福祉事

業費等国庫支出金精算返納金でございますけ

れども、平成21年度分の介護保険事業費補助

金等の精算返納金として1,600万円余を計上

いたしております。 

 次に、４の介護保険対策費の(1)介護給付

費県負担金交付事業でございますけれども、

市町村におきます介護給付費の見込み減によ

って4,100万円余の減額補正を行うものでご

ざいます。 

 次の41ページをお願いいたします。 

 (2)の地域支援事業交付金交付事業ですけ

れども、平成21年度交付金確定に伴います市

町村精算返納による財源更正でございます。 

 それから、５の介護保険財政安定化基金積

立金の介護保険財政安定化基金事業でござい

ますけれども、基金運用利子の見込み増によ

って1,300万円余の増額補正を行うものでご

ざいます。 

 以上、認知症対策・地域ケア推進課全体で

１億900万円余の増額補正を計上いたしてお

ります。 

 よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 これまでの説明で質疑を

受けたいと思います。 

 

○松田三郎委員 高齢者支援課にお尋ねしま

す。 

 資料38ページの３の(6)の「働きながら資

格をとる」介護雇用プログラム事業の残った

分は23年度へという御説明です。御説明の中

に、周知を徹底するように努力をした、ある

いは手続等の簡素化、そこまでは聞こえまし

た。にもかかわらず、国の対策で類似のもの

があったりとかいうことでという説明でした

ね。 

 

○永井高齢者支援課長 御説明を改めて申し

上げます。 

 国も同様のそういった支援事業を行ってお

りまして、例えばヘルパー１級の資格取得で

あるとか、そういったものもございます。そ

ういうところで、今回同時並行で緊急雇用対

策が打たれているという状況がございます。 

 あわせまして、私どもとしては、雇用推進

員という方が労働サイドでいらっしゃいます

ので、その方々にそれぞれ事業所へ個別に訪

問していただいて、そしてこの利用の促進を

図ってきたところでございます。 

 ただ、いかんせん、事業者の方から希望が

ありましても、やはりミスマッチがございま

す。離職者等がどういう業務をやるかという
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ことの中で、どうしてもハローワークに事業

者が募集をかけられてもそこの希望の人数に

至らないというような状況もあった、そうい

ったことなどから、こういった状況になって

いるということでございます。 

 

○松田三郎委員 事業自体はいい事業と思い

ますので、来年度に向けて、さらにこういう

工夫が必要だろうなという今のお考えとか、

こういうことをもうちょっと工夫しなきゃい

けないというのがもしあれば、ちょっとお聞

かせ願いたい。 

 

○永井高齢者支援課長 今年度やりましたこ

とはもとより、特に６月には例年どおり集団

指導を事業者に対してやりますので、そこに

向けて、まずはしっかりとＰＲ等を行います

が、改めて、今回の状況を考えたときに、ど

のような手当てができるのかどうかは、また

今後も検討していきたいというふうに思って

おります。 

 

○江口長寿社会局長 補足をさせていただき

ます。 

 この「働きながら資格をとる」介護雇用プ

ログラム事業には、その対象となっている資

格が２種類ございます。１つはホームヘルパ

ーの２級という資格でございまして、もう一

つが介護福祉士という国家資格でございま

す。 

 ヘルパー２級の資格については、恐らく大

体３カ月程度で資格が取れるということにな

ります。その期間も含めて事業者の方に雇用

してもらうということになりますと、当然実

際の雇用期間は、各事業所の方で設定いたし

ますけれども、大体６カ月とか、そういった

期間が多うございます。 

 もう一つの介護福祉士につきましては、養

成校で丸々２年間の養成というのが必要にな

ります。そういたしますと、介護福祉士１人

当たりをこの事業で雇い上げるということに

なりますと、２年間の人件費プラス２年間養

成校に通うための費用、これがこの事業から

事業者に対して支給をされるということにな

ります。ですから、同じ１人ということで

も、介護福祉士を実際雇って資格を取ってい

ただくという事業の方は、より費用はかかる

ということになります。 

 ただ、この事業そのものが実は平成21年度

補正予算でついた事業でございまして、この

事業がスタートする段階で、県内の各養成校

の方に、こういった新しい事業がスタートす

るので、ぜひこの事業の枠として養成校何人

分確保できないかという話を速やかにやった

ところなんですけれども、国からこの事業の

内容が来たタイミングが、ほぼ次の年度の養

成校の枠がほぼもう埋まっている状況でござ

いました。そういった意味で、この21年度か

らスタートした分の最初の介護福祉士の枠と

して、県の方では２名分しか確保できずとい

う状況でしたので、実は21年度、22年度に当

たっては、この資格の部分としては、ほとん

どが雇ってヘルパーの資格を取っていただく

という事業になりました。 

 平成22年度に入りまして――もともとは、

これは21年度と22年度までの事業だったんで

すけれども、国の方で23年度までこの事業を

使っていいというふうに変更になりますとと

もに、介護福祉士については２年間必要です

ので、23年度からスタートする場合には24年

度まで必要ということで、介護福祉士に限っ

ては、24年度まで大丈夫ということが通知が

ございました。そういった意味で、23年度か

らは、介護福祉士の枠を、これは当初予算分

で10名分を確保するということでお願いする

ことにしておりますので、そういった意味で

いいますと、23年度以降は、介護福祉士の枠

がより多くとれるということで、この事業の

執行については、今年度以上に見込めるのか

なというふうに思っております。 
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○松田三郎委員 よくわかりました。これ

は、別に今の高齢者支援課に限らず、ほかの

課にもこの際ちょっと御要望ですが、不断に

努力はなさっていると思いますが、別に減額

補正だから悪いとか努力を怠っていると言う

つもりはございませんが、もしかすると、ま

だ中には、せっかくいい事業であるにもかか

わらず、例えば申請する側からすると、何か

たくさん書類を出さなきゃいけないとか、あ

るいは、いや、その制度を全然知りませんで

したとか、あるいは何か要件が、ハードルが

非常に厳しいとか、そういうのを非常に検証

なさっていると思いますから、以前より少な

いとは思いますけれども、来年度予算、引き

続き計上なさる場合、特に後議分とかについ

ては、再度利用者・申請者の側に立った事務

的な負担軽減とか、周知もこれだけしている

けどと言うよりも、さらにもうちょっとわか

りやすい周知方法もあるんじゃないだろうか

というのは、不断に努力をしていただきたい

というのは各課、各総室にお願いしておきた

いと思います。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、次に移ります。 

 次に、駒崎環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 

○駒崎環境生活部長 環境生活部関係の議案

の概要につきまして御説明申し上げます。 

 今回御提案申し上げております議案は、予

算関係２議案、条例等関係１議案の合計３議

案でございます。 

 まず、第１号議案の平成22年度熊本県一般

会計補正予算につきましては、増額項目と減

額項目がありますが、差し引き総額では３億

8,600万円余の減額補正でございます。 

 増額項目の主な内容は、経済対策として国

の地域活性化交付金を活用した保健環境科学

研究所の機器の更新であります。減額項目の

主な内容は、水俣病総合対策費等扶助費が当

初の見込みを下回ったことによる減額です。 

 また、平成22年度から平成23年度への繰越

明許費としまして、市町村地球温暖化対策推

進事業ほか３事業で、総額１億1,700万円余

をお願いしております。 

 このほか、熊本県富岡ビジターセンターの

指定管理者による管理運営業務及び水俣病総

合対策事業における医療事務の委託業務を平

成23年４月１日から開始するため、３月中に

入札等の事務手続を終える必要がございます

ので、総額１億6,000万円余の債務負担行為

の設定をお願いいたしております。 

 次に、第15号議案の平成22年度熊本県のチ

ッソ株式会社に対する貸付けに係る県債償還

等特別会計補正予算でございますが、総額３

億5,500万円余の減額補正をお願いいたして

おります。 

 これは、チッソ株式会社からの償還額が当

初の見込みより増加したことに伴いまして、

同社への特別貸付金の減額等を行うものでご

ざいます。 

 これによりまして、環境生活部の補正後の

予算総額は、一般会計と特別会計を合わせま

して1,091億900万円余となります。 

 次に、第33号議案の指定管理者の指定につ

いてでございます。 

 熊本県富岡ビジターセンターの管理運営に

つきましては、平成17年度から指定管理者制

度を導入し、３年ごとに指定を行っています

が、現在の指定期間が本年度で満了するた

め、新たに指定管理者の指定を行うものでご

ざいます。 

 以上が今回御提案申し上げております議案

の概要でございます。詳細につきましては、

関係課長が御説明いたしますので、よろしく

御審議のほどお願い申し上げます。 
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○野田環境政策課長 申しわけございませ

ん。委員会資料の52ページをお願いいたしま

す。 

 まず、一般会計でございます。 

 公害対策費でございます。 

 説明欄の１をごらんいただきたいと思いま

す。 

 職員給与費としまして1,800万円余の減額

補正を計上しております。これは、22年度の

給与額の確定に伴い、当初予算計上額との差

額を補正するものでございます。一応各課に

つきましても同様でございますので、各課か

らの説明は省略させていただきます。 

 なお、環境生活部合計では、１億1,809万

9,000円の減額補正となっているところでご

ざいます。 

 次に、２の環境保全基金積立金は171万円

余の増額補正をお願いしておりますが、これ

は、地域グリーンニューディール基金に本年

度の基金運用利息を積み増すものでございま

す。 

 ３番の環境政策推進費の環境センター運営

事業につきましては、これは、環境保全基金

の基金運用利息で当初の見込みを上回った分

を繰り入れるための財源更正をお願いするも

のでございます。 

 ４番の環境立県推進費としまして6,400万

円余の減額補正をお願いしておりますが、こ

れは、(1)から(5)までの事業、それぞれ所要

見込みの減、あるいは入札に伴う執行残、あ

るいは補助金の交付決定額の減等による減額

でございます。 

 なお、(3)の市町村地球温暖化対策推進事

業につきましては、事業年度の繰り延べ、22

年度予定していたものを23年度に繰り延べ、

そういったものが主でございます。 

 続きまして、53ページをお願いいたしま

す。 

 チッソ株式会社貸付金県債償還等特別会計

繰出金につきましてでございます。 

 2,300万円余の減額補正を計上しておりま

すが、これは、チッソ県債償還等特別会計に

おきまして、今年度発行いたします特別県債

の額及び利子が当初見込みより少なかったこ

となどに伴います県債償還財源としての繰越

金の減でございます。 

 以上で、環境政策課の一般会計は、１億40

0万円余の減額補正となっているところでご

ざいます。 

 続きまして、54ページをお願いいたしま

す。 

 チッソ県債償還等特別会計でございます。 

 これは、チッソの前年度経常利益から算出

いたしますチッソからの償還額が当初の見込

みより約16億6,000万円ほど多かったことに

伴いまして、国庫補助金の財源更正、それと

特別県債によるチッソへの貸付金の減額をお

願いするものでございます。 

 上段の１段目、２段目が国庫補助金の分、

３段目が県債による分でございます。４段目

と55ページにつきましては、今年度の特別県

債及び一時金の支払い関係出資金に係ります

借入利率が当初見込みより低かったことなど

に伴う償還利子の減額でございます。 

 以上、特別会計で３億5,000万円ほどの減

額をお願いしております。 

 続きまして、56ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 環境生活部分を一括して御説明申し上げま

す。 

 今回設定をお願いしておりますのは、上段

の環境衛生費で３課ございまして、環境政策

課の市町村地球温暖化対策推進事業と水環境

課の保環研機器更新整備事業、水俣病保健課

の水俣病患者施設の医療福祉機能向上支援事

業の３事業で１億1,000万円余りと下段の林

業費で自然保護課のふるさと熊本の樹木登録

説明板整備事業で220万円余、合計で４事
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業、１億1,000万円余でございます。 

 なお、水環境課の保環研機器更新整備事業

と自然保護課のふるさと熊本の樹木登録説明

板整備事業につきましては、今回の補正事業

で予算計上をお願いしているものでございま

す。いずれも本年度中の事業完了が見込まれ

ないために明許繰り越しへの設定をお願いす

るものでございます。 

 環境政策課は、以上でございます。よろし

く御審議のほどお願いいたします。 

 

○松島環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料57ページをお願いいたします。 

 ２段目の公害規制費でございますが、右側

の説明欄１に示しておりますように、公害監

視調査費629万5,000円の減額補正をお願いし

ております。 

 説明欄(1)の大気汚染監視調査費は、大気

汚染防止法に基づきまして大気汚染常時監視

等を実施しておりますが、入札に伴う執行残

の減額補正でございます。 

 説明欄(2)の化学物質環境汚染実態調査費

は、規制基準の設定をされていない化学物質

のモニタリング等を実施しているものでござ

いまして、全額国庫委託の事業でございまし

て、国庫委託費の減額に伴う補正でございま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○田代水環境課長 水環境課でございます。 

 58ページでございます。 

 ２段目の計画調査費１万5,000円の減は、

緊急雇用創出基金を活用いたしました地下水

データ整理事業の所要見込み額の減による補

正でございます。 

 それから、３段目の公害規制費2,400万円

余の増額補正でございますけれども、内訳の

欄(1)から(3)に係ります３つの事業の入札に

伴います執行残による減額補正と、それか

ら、(4)保健環境科学研究所の老朽化いたし

ました水質分析機器４基分でございますけれ

ども、これを更新する備品購入費の増額補正

でございます。3,800万円余は、全額国の地

域活性化交付金を活用いたすものでございま

す。 

 それから、次のページ、工業用水道事業会

計繰出金760万円余の増額補正でございます

けれども、企業局職員に係ります子ども手当

支給分に対します一般会計からの繰出金でご

ざいます。財源は国からの地方特例交付金に

より全額措置されまして、一般会計の方に収

入されているものでございます。 

 水環境課は、合計で3,100万円余の増額を

お願いしております。 

 よろしく御審議ください。 

 

○岡部自然保護課長 自然保護課です。 

 うちの課といたしまして、補正、債務負担

行為、指定管理者の指定というふうなことで

御提案をしております。それぞれ説明してま

いります。 

 説明資料の60ページをお願いいたします。 

 ２段目の自然保護費ですけれども、経済対

策として実施予定のふるさと熊本の樹木登録

説明板整備事業の220万余の補正でありま

す。ふるさとの象徴として地域の歴史と伝統

を秘めた樹木をふるさと熊本の樹木として登

録しておりますけれども、登録から約30年経

過したものもあり、説明板や支柱が腐朽によ

り破損したもの、あるいは塗装の塗りかえが

必要なものなどが一部にあるため、県内一円

の37カ所で更新、修繕を行うものでございま

す。 

 61ページをお願いします。 

 債務負担行為に関するものです。 

 部長の説明にもありましたけれども、天草

の苓北町にあります富岡ビジターセンターの

管理運営業務に関するものであります。 
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 平成17年度にオープンし、天草の西海岸を

重点的に、自然や歴史について紹介、展示し

ておりますが、来年度、平成23年度から25年

度までの管理委託料1,390万円余でありま

す。現在と同様の業務内容での指定管理者に

よる管理を計画しております。 

 続きまして、説明資料の70ページをお願い

したいと思います。 

 第33号議案指定管理者の指定についてでご

ざいます。 

 ただいま説明を行いました苓北町にありま

す熊本県富岡ビジターセンターの指定管理者

について、その候補者として苓北町を選定い

たしましたので、地方自治法の規定により今

回指定の議決をお願いするものでございま

す。 

 なお、選定につきましては、昨年12月から

１月にかけまして公募を行い、１月18日の選

定委員会、その結果、応募のありました苓北

町が指定管理者として選定されております。 

 自然保護課は以上です。よろしく御審議を

お願いいたします。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 資料の62ページをお願いいたします。 

 まず、環境整備費につきまして、総額2,38

0万円余の減額をお願いするものです。 

 右側説明欄１の一般廃棄物等対策費の902

万円余につきましては、海岸漂着物対策に関

する協議会運営及び地域計画策定事業の入札

に伴う執行残並びに海岸漂着物等回収・処理

事業の所要見込み額の減による減額でござい

ます。 

 ２の産業廃棄物対策費の1,069万円余につ

きましては、(1)から(4)、いずれも入札に伴

う執行残並びに63ページの(5)につきまして

は、緊急雇用嘱託職員の報酬の所要見込み額

の減による減額でございます。 

 次に、63ページの３の産業廃棄物等特別対

策事業費は、産業廃棄物税収の活用により行

う事業でございます。全体で407万円余の減

額をお願いするものでございます。 

 内訳は、まず、(1)の最終処分場周辺環境

整備等補助事業につきましては、補助金の所

要見込み額の減による減額でございます。 

 (2)の廃棄物リサイクル等啓発事業並びに

(3)の不法投棄撲滅県民協働推進事業につき

ましては、入札に伴う執行残による減額でご

ざいます。 

 (4)の産業廃棄物税基金積立金につきまし

ては、産業廃棄物税収を活用して行います事

業に充てた残額を後年度の事業等に充てるた

めに積み立てるものでございますが、税収見

込み額の減による減額でございます。 

 以上、当課計といたしまして、2,026万5,0

00円の減額をお願いするものでございます。

 よろしくお願いいたします。 

 

○木村水俣病保健課環境生活審議員 水俣病

保健課でございます。 

 資料の64ページをお願いいたします。 

 公害保健費でございますが、総額１億1,81

7万8,000円の減額補正をお願いしておりま

す。 

 その内訳につきましては、右側説明欄によ

り主なものを説明させていただきます。 

 まず、２の水俣病総合対策事業費でござい

ますが、２億1,269万4,000円の減額補正をお

願いしております。 

 このうち、(1)の水俣病総合対策事業の323

万6,000円の減額は、健康管理事業における

健康診査の受診者の減によるものでございま

す。 

 (2)の胎児性・小児性患者等の地域生活支

援事業における1,098万4,000円の減額につき

ましては、補助事業者の申請額が当初見込み

を下回ったことによるものでございます。 

 (3)の水俣病総合対策費等扶助費１億9,847

万4,000円の減額につきましては、手帳を所
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持しておられる方に支給しております医療費

等の所要見込み額が減となったものでござい

ます。 

 次に、国庫支出金返納金9,461万5,000円の

増額補正をお願いしております。これは、昨

年度の水俣病総合対策事業において、国庫補

助金の受入済み額と交付確定額との差額を精

算するものでございます。 

 次に、65ページをお願いいたします。 

 水俣病総合対策事業等委託業務で１億4,67

1万1,000円の債務負担行為の設定をお願いし

ております。これは、総合対策事業における

熊本県国民健康保険団体連合会や社会保険診

療報酬支払い基金に対するレセプト集計業務

の委託等を、平成23年４月１日から実施する

ことが必要なために設定するものでございま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○寺島水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の66ページをお願いします。 

 ２段目の公害保健費でございますが、3,49

9万3,000円の減額補正をお願いしておりま

す。 

 その内訳といたしましては、右側説明欄に

ありますとおり、水俣病総合対策事業費です

が、これは、水俣病認定申請について県処分

が出るまで一定期間お待ちいただいている申

請者の方に医療費等を支給しております治療

研究事業扶助費の所要見込み額の減によるも

のでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○小原食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。 

 資料の67ページをお願いいたします。 

 まず、上段の消費者行政推進費でございま

すけれども、5,868万円余の減額補正をお願

いしております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 ２の消費者行政推進費でございますけれど

も、1,147万円余の減額でございます。その

主な内容といたしましては、地方消費者行政

活性化事業のうち、新たな消費生活相談員を

養成するため、国のプログラムに沿った研修

等を委託して実施する消費生活相談員養成事

業の委託料の入札の残でございます。 

 次に、下段の中小企業振興費でございます

けれども、114万円余の減額補正をお願いし

ております。これは、登録貸金業者数が当初

見込みより減少したことなどによる指導監督

費の減少でございます。 

 当課合計といたしまして、職員給与費を含

め5,983万円余の減額補正をお願いしており

ます。 

 以上、よろしく御審議いただきますようお

願い申し上げます。 

 

○松山交通・くらし安全課長 交通・くらし

安全課でございます。 

 資料の68ページをお願いいたします。 

 中段の諸費でございますが、250万円余の

減額補正をお願いしております。 

 説明欄をお願いいたします。 

 社会参加活動推進費、(1)の犯罪被害者等

支援推進事業につきましては、国庫委託額の

減、また、(2)の自主防犯活動サポート事業

につきましては、防犯パトロール手帳を１万

2,000部作成いたしまして、防犯ボランティ

ア団体に交付いたしましたが、作成経費を抑

えたことにより生じました事務費の執行残に

伴う減額でございます。 

 当課合計といたしましては、1,331万円余

の減額補正となっております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○吉田人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 - 24 -



第８回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 

 資料69ページをお願いいたします。 

 上段の諸費でございますが、右の説明欄の

とおり、人権啓発推進費2,298万円余の減額

をお願いいたしております。 

 内訳でございますが、(2)と(3)につきまし

ては、法務省の委託事業に係るものでござい

まして、地方公共団体が人権啓発活動を受託

し実施するものでございます。(2)は市町村

の受託に係るもの、(3)は人権同和政策課の

受託に係るものでございます。いずれも国庫

委託額が確定したことに伴います減額でござ

います。 

 下段の社会福祉総務費でございます。 

 説明欄２の地方改善事業費でございます

が、94万円余の減額をお願いしております。 

 内訳でございますが、(1)の地方改善事業

につきましては、市町村が運営いたします隣

保館に対する補助金でございまして、国庫補

助内示額の確定に伴い、県費の４分の１の補

助を合わせて、91万円の減額を行うものでご

ざいます。 

 最後に、３の国庫支出金返納金でございま

すが、232万円余の措置をお願いいたしてお

ります。これは、今述べました市町村が運営

する隣保館に対します20年度と21年度の補助

金の返納に係るものでございまして、昨年５

月に実施されました会計実地検査の指摘によ

るものでございます。この会計検査は、５つ

の市町の８つの隣保館が対象となりました

が、そのうち２つの隣保館につきまして、補

助金の算出に当たり、補助単価の積算を誤っ

た結果、232万円余が過大に交付されていた

とされ、それを国に返還するものでございま

す。 

 具体的に申し上げますと、隣保館の運営補

助金の算出に当たりましては、職員の不在期

間がありますれば減額の変更申請をすべきと

ころを、不在期間があったにもかかわらず、

その減額申請をせずに、通年勤務で積算した

金額で実績報告がなされ、当課も、そのこと

について審査で気づくことができず、そのま

まの金額で補助額を決定したために生じたも

のでございます。 

 今後、このような誤った事務処理がないよ

う、審査の徹底と現地での確認等に留意して

まいりたいと考えております。大変申しわけ

ございませんでした。 

 なお、市町村からは、県の返納金を含めて

348万5,000円を返納してもらい、県への返納

分を除いた232万4,000円を国に返還いたしま

す。 

 以上、総額で3,051万円余の減額をお願い

するものでございます。 

 審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 次に、横田病院事業管理

者から総括説明を行い、続いて、担当課長か

ら説明をお願いします。 

 

○横田病院事業管理者 病院局関係の議案の

概要につきまして御説明申し上げます。 

 今回提案させていただいておりますのは予

算関係１議案でございます。 

 第20号議案の平成22年度熊本県病院事業会

計補正予算でございますが、収益的収支で9,

500万円余の減、資本的収支で１億3,400万円

余の増、総額で3,800万円余の増額補正をお

願いしております。 

 その主な内容についてですが、収益的収支

につきましては、入院収益及び外来収益の実

績に伴う収入の減、職員給与費の減や経費節

減等に伴う支出の減でございます。 

 資本的収支におきましては、経済対策の一

環として実施する外壁改修工事等に伴う増額

でございます。 

 これによりまして、病院局の補正後の予算

総額は、収益的収支と資本的収支を合わせま

して18億6,900万円余となります。 

 また、平成23年度の年間委託契約等に係る

債務負担行為の設定につきまして３件、4,30
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0万円余をお願いしております。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

ございますが、詳細につきましては、総務経

営課長が説明いたしますので、よろしく御審

議のほどお願い申し上げます。 

 

○大谷総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 お手元の委員会説明資料の71ページをお願

いいたします。 

 収益的収支におきましては、収入面で患者

数の実績等の収益がある程度固まって9,500

万円の減額をお願いしております。支出面で

は、職員経費の確定と経費の節減等に伴いま

して9,500万円余の減額をお願いしておりま

す。これに伴いまして、ほぼ同額の増減にな

っておりますので、経営的には黒字を確保で

きる見込みでございます。 

 また、資本的収支におきましては、本県経

済対策の一環として実施します外壁改修工事

等により１億3,400万円余の増額をお願いし

ております。なお、財源は、国の経済対策に

係る地域活性化交付金等です。 

 72ページをお願いいたします。 

 支出の内訳ですけれども、医業費用のう

ち、給与費については、職員の人事異動や新

陳代謝、職員手当の実績等により4,500万円

余の減額、材料費については、薬価改定に伴

い、400万円余の増、経費については、委託

内容の見直しや修繕費の節減等により5,400

万円余減額するものでございます。 

 次に、建設改良費でございますけれども、

施設等の経年劣化の進行を踏まえ、平成23年

度に整備を予定しておりました外壁改修工事

及び医療機器整備について、経済対策の一環

として前倒しするものです。外壁改修工事に

関連する１億1,700万円余、医療機器整備で

1,700万円余を増額することにしておりま

す。 

 73ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。 

 これは、こころの医療センターの業務のう

ち、平成23年４月１日からも継続して実施す

る庁舎管理業務等につきまして、債務負担行

為を設定するものでございます。 

 以上、審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○溝口幸治委員長 以上で説明が終了いたし

ましたので、質疑を受けたいと思います。 

 何かございませんか。環境生活部と病院

局。 

 

○山口ゆたか委員 病院局にお尋ねします。 

 建設改良費ですけれども、これは緊急性が

高いんですかね。 

 

○大谷総務経営課長 建ってから13年ほどた

っておりまして、病院の外側が、大分汚れて

いまして、言う人が言うと、幽霊屋敷みたい

だという話も出ています。そういう中で、２

～３年前から改修を計画しておりましたけれ

ども、本年度実施設計を行いまして、来年度

実施する予定だったんですけれども、国の経

済対策の予算が確保できる見込みが立ちまし

たので、前倒しで実施させていただきたいと

思っております。 

 

○山口ゆたか委員 まあ、財源が確保できた

ということはわかりますけれども、企業会計

的には、やはり年度の会計上の整理はしてい

かなければいけないと思うんですけれども、

やっぱりもうちょっとこれは丁寧な会計運営

があって、そういった決断をしていかなけれ

ばいけないと個人的には思うんですが、確か

に財源が確保できたことはいいことかもしれ

ないですけれども、企業会計として考える

と、いささかちょっと疑問が残るところであ

るんですが、いかがでしょうか。 
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○大谷総務経営課長 先ほどから説明いたし

ましたように、３年ほど前から改修の計画に

ついて検討を進めてきております。改修を進

めるということで本年度実施設計費を組みま

して、実施設計が既に終わっております。来

年度、予算を確保、要するに病院の中で予算

を確保して実施する予定だったわけでござい

ますけれども、経済対策が利用できるという

ことで前倒しでやらせていただきたいという

ふうに思っております。 

 

○山口ゆたか委員 貸借対照表の関係とか損

益計算書の関係はどうなんだということを聞

きたいんですよ。 

 

○大谷総務経営課長 基本的に１億1,000万

につきましては、建物の資産として工事完了

次第載せて、建物の使用期間で減価償却をす

るということになっております。そういうこ

とで、あと20年ほどございますので、約１億

1,000万ですので、年間でいくと約600万ほど

の経費の増にはなりますけれども、その程度

については何とか対応可能だろうというふう

な見当をしております。 

 

○山口ゆたか委員 個人的には、当初で計画

的に整備するのが妥当な線だろうと思います

けれども、交付金はすぐ消えるわけじゃない

ので、交付金は積み立てておりますので、そ

のあたりはどうなのかなと思いながらも、今

後ともきちっと説明していただければと思い

ます。 

 

○溝口幸治委員長 要望ですね。 

 ほかにございませんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第15号、第20号、第22号から第

25号まで及び第33号について、一括して採決

したいと思いますが、御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外７件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外７件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、先にその他の質疑を受けたいと思い

ます。 

 その他の質疑は、３月10日に後議の委員会

がありますので、本日は、急ぐ案件のみ質疑

をお願いしたいと思います。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 じゃあ、その他は、なし

ということで。 

 報告は短くお願いします。２件申し出があ

っておりますので、一括して説明をお願いい

たします。 

 

○倉永医療政策総室長 医療政策総室です。 

 報告事項の１ページをお願いいたします。 

 熊本県市町村国民健康保険支援方針の策定

についてということで報告をさせていただき

たいと思います。 

 昨年の９月定例会におきまして、策定する

ことを御報告いたしましたけれども、正式に

熊本県市町村国民健康保険支援方針として昨

年末に策定をいたしましたので、国の方の高

齢者医療制度改革の動向とあわせまして御報

告をさせていただきたいと思います。 

 そこに策定の背景ということで整理をして

おりますけれども、国の方では、広域化等の

支援方針の策定を初めとする広域化それから

県単位化に向けた県の取り組みを促進してお

りまして、高齢者医療制度改革会議の最終取
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りまとめにおいては、全年齢の市町村国保の

県単位化と都道府県が運営する方向性が示さ

れております。 

 県としましては、市町村国保が抱える構造

的な課題は、県単位化のみでは解消できず、

財源論を含めた抜本的解決に向けた議論や医

療保険制度全般の議論が不十分であることか

ら、現段階においては、県単位化を主体的に

推進するための支援方針は策定できず、財政

安定化に重点を置いた支援方針を策定するこ

ととしたものでございます。 

 策定しました支援方針の概要ですけれど

も、方針の目的は市町村国保財政の安定化で

す。それから、対象期間は平成25年３月末ま

でとしております。 

 内容につきましては、そこに整理しており

ますが、まず、保険料(税)収納率の向上に向

けた支援といたしまして、市町村規模別の目

標収納率などをよりきめ細かに定めまして、

その達成状況に応じて県の調整交付金を配分

することとし、市町村の取り組みを支援する

ことといたしました。 

 また、他の市町村のモデルとなる収納率向

上につながる対策を行った市町村があれば、

これにも支援をしてまいります。 

 また、医療費適正化に向けた支援といたし

まして、市町村が行う後発医薬品を使用した

場合の自己負担軽減額の周知への支援や、特

定健診やレセプトデータを活用しました保健

事業推進のための市町村への技術的支援等を

行ってまいります。 

 これによりまして、保険料(税)収入が確保

され、医療費が少しでも抑制されることによ

り、国保財政の安定につながることを期待し

ております。 

 なお、そこに書いておりますが、支援方針

の内容については、必要に応じて見直すこと

としておりますが、県単位化については、国

において進められます社会保障と税の一体改

革の議論に伴う国と全国知事会との協議の推

移を見守りつつ、市町村の意見を聞きなが

ら、別途検討を行う予定としております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 今回の支援方針の策定によりまして、これ

まで国の調整交付金において行われておりま

した一定の収納率を下回った場合の減額措置

が解除されることとなります。 

 それから、４にお示しをしておりますけれ

ども、この支援方針に関連しまして、広域化

等支援基金条例の一部改正を提案することと

しておりまして、後議分の本委員会で御説明

をさせていただくこととしております。 

 参考としまして、そこに高齢者医療制度改

革会議の最終取りまとめの概要を記載してお

ります。改正法案について、国の方では、通

常国会提出を目指すとしておりますけれど

も、不透明な状況が出ております。 

 それから、平成25年３月とされた施行時期

につきましても、１年先送りとなる可能性に

ついても言及がなされている状況にありま

す。 

 全国知事会では、最後に記載しております

が、一貫して、市町村国保の構造的な課題、

財源論が議論されていないと主張をして、こ

の最終取りまとめを踏まえた改正法案で新制

度に移行することについては、反対の意見を

表明しております。 

 今後、国と地方の協議の場が設置されるこ

ととなりますが、県としましても、必要に応

じ知事会と連携するなどして、改めて十分な

議論がなされるよう国に働きかけてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

 

○末健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 報告事項の３ページをお願いいたします。 

 抗インフルエンザウイルス薬タミフルの備

蓄についてでございます。 

 これまでの備蓄状況は、国が掲げた目標で
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あります県民人口の45％相当に対し、22年度

分としては１万2,000人分余のリレンザを前

倒しして備蓄し、タミフルについては、十分

な量の市場流通が確保されていることから、

追加備蓄を見合わせ、その結果、目標の約９

割に当たります県人口の約40％まで備蓄を進

めたところであります。 

 ただ、昨年度の新型インフルエンザの発生

に際し、全国で約2,000万人の患者が発生い

たしましたが、それを上回る2,400万人分の

抗インフルエンザウイルス薬が新たに生産さ

れたことから、国、県が備蓄しました分を使

用することはありませんでした。 

 また、今シーズンにおいても、2,600万人

分以上の供給が見込まれております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 そこで、今回の新型と同程度の感染力を持

った新たな新型インフルエンザが発生したと

した場合のパターンＡと、同時に季節性イン

フルエンザが流行した場合のパターンＢの必

要量を推計し、ワンシーズン中の生産量とこ

れまでの備蓄量を加えた数量とを比較したと

ころ、グラフのように生産備蓄量の方が必要

量を上回る結果となりました。 

 そのため、今後の備蓄につきましては、１

点目として、新たな新型インフルエンザが発

生した場合でも必要数量が生産量と備蓄量の

合計を上回る可能性が低いこと、２点目とし

て、国は今年度末を目途に現在の新型を季節

性扱いするという予定であり、今後新たな新

型インフルエンザが発生しない限り、これま

での備蓄分の放出はないと考えられること、

また、３点目として、薬の有効期限が７年と

されており、期限切れ後は廃棄せざるを得な

いことから、現在の備蓄薬の最初の有効期限

が到来する平成25年９月までの間の追加備蓄

は見合わせることとし、新薬開発などの大き

な状況変化があった場合にのみ新たな備蓄を

行うこととしたいと考えております。 

 以上、御報告いたします。 

 

○溝口幸治委員長 報告が終了いたしました

ので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑は、ございませんか。 

 

○堤泰宏委員 この１ページの市町村国保が

抱える構造的課題とは何ですか。 

 

○倉永医療政策総室長 低所得者の人が多

い、それから高齢者の人が多い、その辺の部

分が一番のポイントに、要因になるかと思っ

ております。 

 

○堤泰宏委員 そんなに簡単でよかと。低所

得者が多いと高齢者が多い。だから、県は国

の言うことが聞かれぬていうわけだろう。こ

れば読めばですね。 

 

○倉永医療政策総室長 そういった財政的な

運営の部分が非常に厳しい中で、今回国の方

でそういった財源論的な分の内容に踏み込ん

だような検討が十分なされておりませんの

で、その辺の部分については十分な検討が必

要じゃないかという、そういう前提に立って

の対応です。 

 

○堤泰宏委員 答えが違うじゃないですか。

だけん、これは構造的課題は詳しく説明して

もらわんとわからぬです。これがポイントだ

もん、これは。 

 

○溝口幸治委員長 倉永総室長、これ……。 

 

○堤泰宏委員 今でなくてよかです。 

 

○溝口幸治委員長 後日詳しくマン・ツー・

マンでお願いいたします。 

 ほかにございませんか。 

 

○藤川隆夫委員 医療費適正化に向けた支援
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のところの後発品、ジェネリックの問題なん

ですけれども、確かにジェネリックを使えば

費用自体は抑えられるとは思うんですけれど

も、ジェネリック自体の効能・効果に関して

きちっとした指針が出ていないという部分が

あるかと思います。逆に言うと、これの周知

を図るんであれば、場合によっては薬が効か

ないものもありますよぐらいまで、極端な話

ですけれども、書いてもらわんといかぬのか

なというふうな気もしますので、どう思われ

ますか、その部分。 

 

○倉永医療政策総室長 せんだって県の医師

会さんとの勉強会を行う中でも、この辺の部

分について議論させていただいたんですが、

やはりいろんな、そういった複雑な問題が絡

んでいる状況の中で、その辺の部分の整理等

についても、国の方にもしっかりと取り組み

もやっていただくというふうなことがぜひ必

要じゃないかというふうなことで、いろいろ

と国の方にも対応を求めていくような形で取

り組んでいきたいというふうに思っておりま

す。 

 

○藤川隆夫委員 今のようにやっていただけ

ればいいんですけれども、多くの人に周知す

るときに、こっちを使えば安くなりますよだ

けでは、やっぱりちょっと問題があるのかな

と思っておりますので、附則か何か入れてや

っていただければと思います。 

 

○内田薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 今の藤川委員から御指摘のございましたと

おり、ジェネリック医薬品をめぐりまして

は、いまだに医療関係者の間に、その安全

性、それから有効性、それから副作用等の医

薬品情報、これに対する不安感がまだ存在す

ることは事実でございます。 

 こうしたことの解消に向けまして、現在、

医療関係者、大学の関係者、消費者等で構成

いたします協議会を立ち上げまして、20年度

から３年間協議を進めてまいりまして、そう

したジェネリック医薬品の安心使用に向けた

環境づくりを今後とも進めてまいりたいと思

っております。 

 23年度も引き続きそうした事業を進めてま

いりたいと考えておりますが、その事業の中

で、今、藤川委員の御指摘がございましたと

おり、一般県民の方々に、まずジェネリック

医薬品とはどういうものか、また、医療関係

者の方が安心して使用できる環境づくり、こ

ういったものを進めたいと思っております

し、また、国に対しましても、委員御指摘の

指針、こういったものの作成等につきまして

も提言をしてまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○松田三郎委員 医療政策総室に確認ですけ

れども、一番初めの背景、１ページ目のとこ

ろに書いてあります。22年５月にもう国民健

康保険法は改正されているわけですよね。そ

して、ここに書いているように、広域化に向

けた都道府県の取り組みを促進と。その次の

ページも関係あります。いわゆる後期高齢者

医療制度、この改正案が成立しないならばと

いうか、成立しなくても、これとの関係で別

にそごは来さないんですかね。22年、もう既

に改正になっている部分と――私も段階的に

セットかなと思って。後の方が成立しなくて

も何の問題もないんですよね、多分。 

 

○倉永医療政策総室長 この22年５月の改正

に伴う方針を策定する分については、その辺

の部分の動きがまだ明確でなくても当面は問

題ありませんので、大丈夫です。 

 

○松田三郎委員 はい。 
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○溝口幸治委員長 それでは、なければ、こ

れで終わります。 

 最後に、陳情書等が５件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 なお、後議の委員会は相当な事務量がござ

いますので、２日間に分けて実施をいたした

いと思いますので、委員の皆様方には、万事

お繰り合わせの上、御出席をいただきたいと

いうふうに思います。 

 それでは、委員の皆様方には連絡事項がご

ざいますので、そのままお待ちいただきたい

と思います。 

 終わります。ありがとうございました。 

  午後０時２分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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